
令和　　年　　月　　日

大田原市長　様

申　　告　　者 住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（納税義務者）

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先（電話）

所在・地番 家屋番号

種類（用途） 構造 持家の種類

床面積

建築年月日 登記年月日
改修工事
完了年月日

改修費用

□ 地方税法施行規則附則第7条第6項の規定に基づく証明書

※建築士・指定住宅性能評価機関・指定確認検査機関から発行されます。

　　　　　　　　　　係　　　　　　係長　　　　　　課長

３ヶ月以内に提出で
きなかった理由

（工事完了の日から３ヶ月以内に申請できなかった場合に記入してください。）

　　　　．　　　． 　　　　．　　　． 　　　　．　　　．

軽　減　期　間

住宅耐震改修に伴う固定資産税減額申告書

大田原市

□一戸建
□マンション

㎡ ㎡居住用床面積

地方税法附則第15条の9第1項の規定に基づく耐震改修工事に伴う減額措置の適用について、申告しま
す。

家
屋
の
状
況

令和　　　年度～　　　　年度

市
処
理
欄 □ 耐震改修工事の領収書（耐震改修工事費用が確認できるもの）

耐震改修工事に要した費用 　　　　　　　　　　　　　　　円 （60万円以上が対象）

受付印添付書類

　課　長 　  係　長　　     係　



令和　　年　　月　　日

大田原市長　様

申　　告　　者 住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大田原市本町１－４－１
（納税義務者）

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大田原　太郎 印

連絡先（電話） ０２８７－２３－１１１１

所在・地番 家屋番号

種類（用途） 構造 持家の種類

床面積

建築年月日 登記年月日
改修工事
完了年月日

改修費用

□ 地方税法施行規則附則第7条第6項の規定に基づく証明書

※建築士・指定住宅性能評価機関・指定確認検査機関から発行されます。

　　　　　　　　　　係　　　　　　係長　　　　　　課長

●対象となる住宅

●減額率
固定資産税の２分の１（１戸当り１２０平方メートルまで）

●減額期間（工事が完了した翌年度から減額）
平成１８年から平成２１年に改修した場合………３年間
平成２２年から平成２４年に改修した場合………２年間
平成２５年以降に改修した場合…………………１年間

昭和57年1月1日以前から所在していた住宅で、耐震工事費が50万円以上のもの

令和　　　年度～　　　　年度

市
処
理
欄 □ 耐震改修工事の領収書（耐震改修工事費用が確認できるもの）

住宅耐震改修に伴う固定資産税減額申告書(記入例）

大田原市　　 ○○　△丁目　××　　番　□□　号

■一戸建
□マンション

○○　　㎡ ○○　　㎡

地方税法附則第15条の9第1項の規定に基づく耐震改修工事に伴う減額措置の適用について、下記のと
おり申告します。

家
屋
の
状
況

専用住宅

　　 係　 　　係　長　　　課　長

３ヶ月以内に提出で
きなかった理由

（工事完了の日から３ヶ月以内に申請できなかった場合に記入してください。）

　R○○．△△．×× 　R××．○○．△△ 　R△△．××．○○

軽　減　期　間

　　　　　木造

耐震改修工事に要した費用
　　　　　　　　　○○○○　円　（30万円以上が対
象）

受付印添付書類

居住用床面積


